
1 

2011年1１月22日 

株式会社日立製作所 

 

会議や雑談などで生まれるアイデアを可視化・共有化するシステムを開発 

企業の知的財産やノウハウなどを考案する知識創造活動を支援 

 

株式会社日立製作所(執行役社長：中西 宏明／以下、日立)は、このたび、コミュニケーション測定装置

「ビジネス顕微鏡」*1を利用し、会議や打ち合わせ、雑談などの日々のコミュニケーションを可視化しその内

容やアイデアを組織内で共有することで、知的財産やノウハウなどを考案する知識創造活動を支援するシ

ステムを開発しました。本システムは、日々のコミュニケーションを、「ビジネス顕微鏡」によりイントラネット上

に自動で表示し、メンバーが内容や進捗、コメントを加えることで、生まれたアイデアを知識として蓄積・共

有するものです。通常は議事録が作成されることなく見逃されがちなアイデアや雑談などの内容を、蓄積・

共有することを通じ、知的財産やノウハウなどを考案する知識創造活動を支援します。また、本システムは、

議論がどのくらい活発であったかを示す活性度の表示やコスト（人件費）の算出、メンバーによる成果の自

己評価を通じ、業務の生産性の把握や改善にも貢献します。 

日立は、今回開発したシステムを、「ビジネス顕微鏡」を応用した組織改革ソリューション事業として提供し

ていく予定です。 

 

有形、無形の知的財産は企業にとって競争力の源泉であることから、個人が日々生み出す知識やアイデ

アを組織内で共有し活用することで、新たな知識やアイデアを創造し業務の生産性を向上させるナレッジ・

クリエイション（知識創造）が重要視されています。会議や打ち合わせ、雑談などの対面コミュニケーション

の場は知識創造活動にとって重要な機会であるものの、その多くを占める非公式な対面コミュニケーション

では、内容やアイデアは個人やごく一部のメンバー間だけで共有され、参加者が意識しない限り、組織で

共有し、活用されていないのが現状です。知識創造活動を活性化し業務の生産性を高めるためには、個人

の持つ知識やアイデアを組織で共有するなど、非公式なコミュニケーション可視化し共有化していくことが

欠かせません。 

そこで日立は、組織における対面コミュニケーションの実態を測定し可視化する「ビジネス顕微鏡」を活用

し、会議や打ち合わせ、雑談などの日々のコミュニケーションを自動的にイントラネットに表示することにより、

その場で生まれたアイデアや意見を知識として蓄積し、メンバーが共有することで、知的財産やノウハウな

どを考案する知識創造活動を支援するシステムを開発しました。開発したシステムの特長は以下の通りで

す。 
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■開発システムの特徴 

(1)「ビジネス顕微鏡」を用いて、メンバーが一定時間以上対面していたコミュニケーションの実績を自動

で抽出し、日時と参加者名を付与した上で、あらかじめ設定したメンバーにイントラネット上でリアルタイ

ムで公開します。 

(2)イントラネット上に表示されたコミュニケーションごとのコメント記入欄に、メンバーが内容や進捗、アイ

デアを自由に記載します。その場で生まれたアイデアや意見を共有し、評価することで今後の業務に

反映します。 

(3)表示されたコミュニケーションの実績には、データをもとに算出されたコスト（人件費）や、議論の活性

度が表示されます。 

(4)参加していないメンバーも内容や進捗、アイデアに対する評価やコメントを記載でき、情報共有ととも

に業務の生産性も評価できます。 

(5)あらかじめ登録しておいたプロジェクト名称などをインデックスとして付与しておけば、会議や打ち合

わせの開催情報をもとにプロジェクトの進捗管理が可能となります。 

 

本システムにより、従来は暗黙知として個人やごく一部のメンバー間だけで共有されていた知識を可視

化しデータとして共有することで、知的財産やノウハウなどを考案する知識創造活動を支援することが可能

になります。また、議論の活性度の表示やコスト（人件費）の算出、メンバーの自己評価を通じ、業務の生産

性の把握や改善への貢献が期待できます。日立は、本システムを「ビジネス顕微鏡」を応用した組織改革ソ

リューション事業として提供していく予定です。 

 
＊1ビジネス顕微鏡：日立製作所中央研究所開発のコミュニケーション測定システム。赤外線センサや3軸の加速度センサを内蔵した名札型センサネッ

ト端末を用い、これを身につけた社員同士の対面時間や動作を測定し、データを蓄積し、コミュニケーション活動を可視化する技術。赤外線通信に

よって対面相手との位置情報や加速度センサによって装着者の活性度を取得。本システムを活用した組織改革ソリューションを株式会社日立ハイ

テクノロジーズが事業として提供している。 

 

■照会先 

株式会社日立製作所 中央研究所 企画室 [担当:木下] 

〒185-8601 東京都国分寺市東恋ヶ窪1丁目280番地 

電話 042-327-7777(直通) 

 

以 上 



------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
このニュースリリース記載の情報(製品価格、製品仕様、サービスの内容、発売日、 

お問い合わせ先、URL 等)は、発表日現在の情報です。予告なしに変更され、検索日と

情報が異なる可能性もありますので、あらかじめご了承ください。 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 


	会議や雑談などで生まれるアイデアを可視化・共有化するシステムを開発
	開発システムの特徴
	照会先


